
 

 

 

 

万年山－崩平山断層帯の長期評価（第一版） 

 

万年山（はねやま）－崩平山（くえのひらやま）断層帯は、大分県西部に分布する

活断層帯である。ここでは、中央構造線断層帯の再評価に伴って、平成 17 年に地震

調査研究推進本部地震調査委員会が公表した「別府－万年山断層帯の評価」の構成断

層を見直し、その一部であった「野稲岳－万年山断層帯」および「崩平山－亀石山断

層帯」を統合して、「万年山－崩平山断層帯」としてその諸特性を次のように評価し

た。※ 

 

１ 断層帯の位置及び形態  

 万年山－崩平山断層帯は、大分県西部に位置する断層帯である（図１）。万年山－崩

平山断層帯は、大分県由布市湯布院町から大分県日田（ひた）市天瀬（あまがせ）町

に至る長さ約 31km の西北西－東南東方向に延びる断層帯で、主として南側が相対的

に低下する正断層である（図２、表１）。 

 

２ 断層帯の過去の活動 

 万年山－崩平山断層帯の平均的な上下方向のずれの速度は、0.6 m／千年程度であ

った可能性がある。また、最新活動時期は 13 世紀以降と推定される。一方、過去３

回の活動時期から推定すると、平均活動間隔は２千１百－３千７百年程度であった可

能性がある（表１）。 

 

３ 断層帯の将来の活動 

 万年山－崩平山断層帯は、全体が１つの区間として活動すると推定される。その場

合、マグニチュード 7.3程度の地震が発生すると推定され、その際には断層の南側が

相対的に３m程度低くなる段差を生じる可能性がある（表１）。 

 万年山－崩平山断層帯の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する

長期確率を算出すると表２に示すとおりとなる（注１）。 

 

４ 今後に向けて  

万年山－崩平山断層帯は、火山地域に分布する正断層で、多数の短い断層から構成

されているが、それぞれの断層の活動は考慮できていない。この断層帯の周辺には、

日出生断層帯や中央構造線断層帯（⑩豊予海峡－由布院区間）が互いに近接しており、

これらの断層帯との関係についてさらなる検討が必要である。 

また、火山活動とも密接な関係があることも考えられる。本評価では既往の評価同

                                                        

※地震調査研究推進本部地震調査委員会(2017)により、「中央構造線断層帯（金剛山地東縁－由布院）の長期評価

（第二版）」が公表された。これによると、従来の「別府－万年山断層帯」（地震調査研究推進本部地震調査委員

会, 2005）の構成断層のうち一部区間が中央構造線断層帯に組み込まれることとなった。このため、従来の「別

府－万年山断層帯」の区域分けを見直した結果、「別府－万年山断層帯」の構成断層帯である「野稲岳－万年山

断層帯」と「崩平山－亀石山断層帯」とを統合し「万年山－崩平山断層帯」として評価することとした。 

平成 2 9年 1 2月 1 9日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 



 

2 

 

様、経験則を当てはめて地震の規模やずれの量の予測を行わざるを得なかったが、万

年山－崩平山断層帯特有の断層形状や地質条件を考慮した評価手法について、今後検

討していく必要がある。 
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図１ 万年山－崩平山断層帯の概略位置図 

  （長方形は図２の範囲） 
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図２ 万年山－崩平山断層帯の位置と主な調査地点 

 １：水分地点  ２：鹿伏地点  ３：滝上南地点  ４：熊の墓地点  ５：崩平山７地点 

 ６：須久保地点 ７：高柳地点  ８：猪牟田地点  ９：湧蓋山北東方地点 

    10：吉武山地点  11：五馬市地点 

 活断層の位置は文献 5, 6, 7, 8に基づく。 

  

 ：断層帯の端点 

 基図は国土地理院発行数値地図 200000「大分」を使用。 
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表１ 万年山－崩平山断層帯の特性 

項 目 特  性 信頼度 

（注

２） 

根 拠 

（注３） 

１．断層の位置・形状 

 (1) 構成する断層 野稲岳（のいねだけ）断層群、猪牟田（しし

むた）断層、一手野（ひとての）－万年山（は

ねやま）断層、万年山地溝断層群、崩平山（く

えのひらやま）断層群、菅原断層、吉武山（よ

しぶやま）断層、亀石山（かめいしやま）断

層など 

 文献 2、3、4、5、6、7、

8 

 (2) 断層の位置・

形状 

地表における断層帯の位置・形状 

 

 文献 5、6、7, 8 

  断層帯の位置   

  東端： 

北緯 33°11.0′東経 131°19.2′ 

 

○ 

 

  西端： 

北緯 33°14.4′東経 130°59.5′ 

 

○ 

 

     

  長さ  約 31km ○  

     

  一般走向  N78°W ○  

     

  地下における断層面の位置・形状   

  長さ及び上端の位置： 

  地表での長さ・位置と同じ 

 

○ 

上端の深さが 0kmであ

ることから推定。 

  一般走向：地表における一般走向と同じ ○  

   上端の深さ： 0km ◎  

   傾斜： 高角度南傾斜（地表付近） 

 

○ 傾斜は地形の特徴、お

よび断層露頭から推定

（文献 2、4、5） 

     

  地震発生層の深さ：10-15km程度 △ 地震活動による 

     

   幅： 不明   

 (3) 断層のずれの

向きと種類 

主として南側が相対的に低下する正断層 ○ 地形の特徴、断層露頭

から推定。 

２．断層の過去の活動 

 (1) 平均的なずれ

の速度 

0.6 m／千年程度（上下成分） △ 文献 3 

 (2) 過去の活動時

期 

活動１（最新活動） 

13世紀以後 

 

○ 

文献 4, 5 
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活動２（１つ前の活動） 

約３千９百年前以後、６世紀以前 

   活動３（２つ前の活動） 

  約７千３百年前以後、約５千１百年前以

前 

 

○ 

 

○ 

 (3)１回のずれの

量と平均活動

間隔 

１回のずれの量 

３m程度（上下成分） 

 

 △ 

断層の長さから推定 

     

  平均活動間隔 

約２千１百－３千７百年 

 

○ 

 

過去３回の活動時期か

ら推定。 

 (4) 過去の活動区

間 

断層帯全体で１区間 ○ 断層の地表形態から推

定。 

３．断層の将来の活動 

 (1) 将来の活動区

間及び活動時

の地震の規模 

活動区間：断層帯全体で 1区間 

 

地震の規模： マグニチュード 7.3程度 

ずれの量：  ３m程度 

       （上下成分） 

○ 

 

○ 

△ 

断層の地表形態から推

定。 

断層の長さから推定。 

断層の長さから推定。 

 

表２ 将来の地震発生確率等 

項  目 

将来の地震発生確率等 

（注４） 

信頼度 

（注５） 

備  考 

 

地震後経過率（注６） 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後 100年以内の地震発生確率 

今後 300年以内の地震発生確率 

集積確率（注７） 

 

Ｚランク 

0.4以下 

0.003％以下 

0.007％以下 

0.02％以下 

0.5％以下 

0.003％以下 

 

a 

発生確率及び集積確 

率は文献 1による。 
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注１：1995年兵庫県南部地震、1858年飛越地震及び 1847年善光寺地震の地震発生直前における 30年

確率と集積確率（うち、1995年兵庫県南部地震と 1858年飛越地震については「長期的な地震発

生確率の評価手法について」（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2001）による暫定値）は

以下のとおりである。 

地震名 
地震を引き起こした活

断層 

地震発生直前

の 30年確率

(%) 

地震発生直前の

集積確率(%) 

断層の平均活動

間隔(千年) 

1995年兵庫県南部

地震 

（Ｍ7.3） 

野島断層 

(兵庫県) 
0.4%－8% 2%－80% 約 1.8－約 3.0 

1858年飛越地震 

（Ｍ7.0－7.1） 

跡津川断層帯 

(岐阜県・富山県) 
ほぼ 0%－11% 

ほぼ 0%－ 

90%より大 
約 1.9－約 3.3 

1847年善光寺地震 

（Ｍ7.4） 

長野盆地西縁断層帯 

(長野県) 
0.9%－17% 

2%－ 

90%より大 
約 1.0－約 1.2 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2001）

に示されているように、地震発生確率は前回の地震後、十分長い時間が経過しても 100％とはな

らない。その最大値は平均活動間隔に依存し、平均活動間隔が長いほど最大値は小さくなる。平

均活動間隔が２千年の場合は 30年確率の最大値は 12％程度である。 

注２：信頼度は、特性欄に記載されたデータの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとお

り。 ◎：高い、○：中程度、△：低い 

注３：文献については、本文末尾に示す以下の文献。 

文献 1：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001） 

文献 2：活断層研究会編（1991） 

文献 3：九州活構造研究会編（1989） 

文献 4：大分県（2003） 

文献 5：大分県（2004） 

文献 6：千田ほか（2000） 

文献 7：田力ほか（2000） 

文献 8：中田・今泉編（2002） 

注４：評価時点はすべて 2017年１月１日現在。「ほぼ０%」は 10-3%未満の確率値を示す。活断層におけ

る今後 30年以内の地震発生確率が 3%以上を「Ｓランク」、0.1～3％を「Ａランク」、0.1%未満を

「Ｚランク」、不明（すぐに地震が起きることが否定できない）を「Ｘランク」と表記している。

地震後経過率（注 6）が 0.7以上である活断層については、ランクに「＊」を付記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

8 

 

注５：地震発生確率等の評価の信頼度に関する各ランクの分類条件の詳細は以下のとおりである。 

ランク                分類条件の詳細 

ａ 
発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも比較的

高く（◎または○）、これらにより求められた発生確率等の値は信頼性が高い。 

ｂ 
平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、これらによ

り求められた発生確率等の値は信頼性が中程度。 

ｃ 
平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求められた

発生確率等の値は信頼性がやや低い。 

ｄ 

平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方または両方の信頼度が非常に低く（▲）、

発生確率等の値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が大きく変わる可

能性が高い。または、データの不足により最新活動時期が十分特定できていないために、

現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平均値を確率としている。 

 

注６：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地

震発生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。今回の評価

の数字で、例えば、0.4は 800年を 2100年で割った値。 

注７：前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。 
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（説明） 

 

１ 万年山－崩平山断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

 万年山－崩平山断層帯に関する主な調査研究としては、以下のようなものがある。 

 村井・金子（1975）は、主に空中写真判読により大分県中・西部一帯の活断層分布を調査し、こ

れらの活構造と 1975 年の大分県西部の地震との関連について述べている。また、千田（1979）、

池田（1979）などは、主に空中写真判読により断層変位地形を記載している。 

 大分県（2003, 2004）は、万年山－崩平山断層帯を含めた総合的な調査を行い、平均的なずれ

の速度や活動履歴などを示し、断層帯の活動性を考察した。 

 

 

２ 万年山－崩平断層帯山の評価結果 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）は、万年山－崩平山断層帯を含む別府－万年山

断層帯の長期評価を公表した。別府－万年山断層帯は大分県東部の豊予海峡付近から別府湾、大

分市、別府市を経て、日田（ひた）郡大山町にかけて、ほぼ東西方向に分布する断層帯である。別

府－万年山断層帯は、ほぼ東西方向の多数の断層から構成されたが、断層の走向や変位の向き、

活動性の違いなどから、大分県大分市佐賀関の豊予海峡付近から別府湾を経て玖珠（くす）郡玖

珠町に至る「別府湾－日出生（ひじう）断層帯」、大分県大分市から玖珠郡玖珠町南東部に至る「大

分平野－由布院（ゆふいん）断層帯」、大分県由布市湯布院町から日田（ひた）市大山（おおやま）

町に至る「野稲岳（のいねだけ）－万年山断層帯」及び大分県由布市庄内町から日田市大山町に

至る「崩平山（くえのひらやま）－亀石山（かめいしやま）断層帯」の４つに区分した。なお、別

府－万年山断層帯が分布する地域には、活火山の鶴見岳・伽藍（がらん）岳や由布岳などが位置

している。 

 一方、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2017）は、中央構造線断層帯の長期評価（第二

版）を公表した。この中で、中央構造線断層帯の構成断層として、従来の別府－万年山断層帯の

一部である、「別府湾－日出生断層帯」の一部および「大分平野－由布院断層帯」を含めることと

なった。この理由として、文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学大学院理学研究科（2017）

による別府湾内の反射法地震探査の再解析から、中央構造線断層帯と同様の構造が伊予灘から別

府湾へと続くと判断されること、別府－万年山断層帯では起震断層として評価された別府湾海底

断層群（活断層研究会編，1991など）が、地震発生層ではその構造に収斂する二次的なものであ

ることが構造探査から明らかになったことなどが挙げられる。このため、残る構成断層について

改めて評価を行う必要が生じた。 

 本評価では、残る構成断層のうち従来の区間であった「野稲岳－万年山断層帯」と「崩平山－

亀石山断層帯」とを合わせて「万年山－崩平山断層帯」として評価を行った。これは、「野稲岳－

万年山断層帯」と「崩平山－亀石山断層帯」とが向かい合う構造でかつ近接していることが主な

理由である。一方で、「万年山－崩平山断層帯」は後述の通り高角度南傾斜の断層面であるが、東

側に近接する中央構造線断層帯（⑩豊予海峡－由布院区間）は北傾斜の断層面であることが、中

央構造線断層帯とは別の断層として扱った理由の一つである。 

 万年山―崩平山断層帯を構成する各断層の位置は、活断層研究会編（1991）、九州活構造研究会

編（1989）、大分県（2004）、中田・今泉編（2002）、千田ほか（2000）、大分県（2004）、および田

力ほか（2000）などに示されている。 

 本評価では、各断層の位置について、主として中田・今泉編（2002）や千田ほか（2000）、大分

県（2004）、田力ほか（2000）の結果を利用した。 
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２．１ 断層帯の位置・形態 

（１）万年山－崩平山断層帯を構成する断層 

 万年山－崩平山断層帯は、大分県由布市湯布院町から日田市天瀬町まで、ほぼ東西方向に延び

る断層帯であり、おおむね東から野稲岳断層群、滝上南断層群、崩平山断層群、猪牟田断層、菅

原断層、涌蓋山北東方断層、川底断層、吉武山断層、亀石山断層、一手野－万年山断層、万年山地

溝断層群などから構成される（図２）。 

  

（２）断層帯の位置と形状 

 万年山－崩平山断層帯の長さは、図２に示された断層帯の西端と東端とを直線で結ぶと、断層

帯全体で約 31km、一般走向は N78°Wとなる。 

 断層面上端の深さは、断層変位が地表に達していることから０kmとした。 

 ２．２（１）にまとめられるように平均変位速度が最も大きいのは万年山断層となる。従って、

断層面の傾斜は、万年山断層を代表的な断層と判断し断層露頭に認められる断層の傾斜、断層変位地

形の特徴などから、地表付近では主に高角度南傾斜と推定される。 

 断層面の下端の深さは、地震発生層の下限の深さが 10-15km 程度と推定されていることから、10-

15km程度と推定されるが、断層面の幅は不明である。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注８） 

２．２（１）にまとめられるように平均変位速度が最も大きいのは万年山断層となる。従って、

万年山－崩平山断層帯の主たる変位の向きは万年山断層の変位の向きに代表されると考えられる。

万年山断層の変位の向きは主として南側が相対的に低下する正断層であることから、万年山－崩

平山断層帯の変位の向きは、主として南側が相対的に低下する正断層であると推定される。 

 

２．２ 断層帯の過去の活動 

（１） 平均変位速度（平均的なずれの速度）（注８） 

万年山断層では、断層を挟んで分布する約53 万年前（磯・池田, 1979 によるフィッショントラ

ック年代）に噴出したとされている万年山溶岩が作る平坦面に、290 m の相対的な北側隆起の変位

があること（九州活構造研究会編，1989）から、平均上下変位速度は約0.55 m／千年であったと求

められる。 

亀石山断層では、断層を挟んで分布する約34 万年前（大分県，2003 によるK－Ａr 年代）の亀

石山溶岩が作る平坦面に40－120 m の相対的な南側隆起が報告されていること（大分県，2003）か

ら、平均上下変位速度は約0.12－0.35 m／千年と求められる。 

 

なお、以下については、溶岩の分布を変位基準としているが、溶岩形成時の地形の起伏が不明の

ため、参考扱いとする。 

野稲岳断層群（水分（みずわけ）断層）では、約42 万年前に噴出したとされている野稲岳溶岩

に50 m 相対的な北側隆起の変位があること（九州活構造研究会編，1989）から、平均上下変位速

度は約0.12 m／千年であったと求められる。また、花香断層では、約53 万年前に噴出したとされ

ている万年山溶岩に50 m の相対的な北側隆起の変位があること（九州活構造研究会編，1989）か

ら、平均上下変位速度は約0.11 m／千年であったと求められる。 

崩平山断層群（千町無田（せんちょうむた）断層）では、約34 万年前に噴出したとされている

崩平山溶岩を相対的に130 m 南側隆起させていること（活断層研究会編，1991）から、平均上下変

位速度は約0.38 m／千年であったと求められる。また、崩平山Ⅲ断層では、崩平山溶岩を相対的に
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170 m 南側隆起させていること（九州活構造研究会編，1989）から、平均上下変位速度は約0.5 m

／千年であったと求められる。 

以上より、万年山－崩平山断層帯の平均上下変位速度は、万年山断層を主断層と判断し、0.6 m

／千年程度の可能性がある。 

 

（２） 活動時期 

１）地形・地質的に認められた過去の活動 

ａ) 野稲岳断層群水分断層水分地点 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町（ここのえまち）野矢（のや）の野稲岳断層群水分断層におい

てトレンチ調査を行い、トレンチ壁面の断層が３層を切り、九重Ｂ火山灰層に覆われていること

から、断層活動を認定している（図３）。３層からは約３千９百－３千８百年前、九重B 火山灰層

の上位からは５－６世紀の14Ｃ年代値が得られていることから、最新活動時期は約３千９百年前以

後、６世紀以前であったと推定される。 

さらに、大分県（2004）は、7 層の基底と鬼界アカホヤ火山灰層（５層中）の間に変位量の差

があるとして、1 つ前の活動を認定している。しかし、スケッチからは変位量の差は小さく、ど

の断層線を挟んで判断したかを読み取れないため、本評価に採用することはできない。 

 

ｂ）熊の墓（くまのはか）断層熊の墓地点 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町の鹿伏岳南方の熊の墓断層においてトレンチ調査を行い（図

４）、トレンチ壁面のf1 断層が２層（九重Ｂ火山灰）を変位させていることから２層堆積より後

に最新活動があったとしている。２層（九重Ｂ火山灰）からは７－８世紀を示す14Ｃ年代値が得ら

れていることから、最新活動時期は７世紀以後であったと推定される（図４）。なお、大分県（20

04）は１つ前の活動として、f2 断層が約５千８百－５千６百年前の14Ｃ年代値が得られている４

層を切り、約５千１百－４千９百年前の14Ｃ年代値が得られている３層に覆われることを根拠にし

ているが、４層を切るf2 断層が３層のなかで上方に向かってせん滅している可能性があるため、

本評価では参考扱いとする。その他に、f3 分岐断層が９層以下を切り８層に覆われることから、

ここにも断層活動が認定できる可能性があるが、８層は姶良Ｔｎ火山灰に対比される可能性はあ

るものの、確実ではないので、この活動の時期を特定することはできない。 

 

ｃ）須久保撓曲須久保地点 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町花牟礼（はなむれ）の須久保撓曲において断層露頭調査及び

群列ボーリング調査を行い（図５）、撓曲のヒンジ部には最新活動に伴って形成されたと推定され

る開口割れ目が発達し、九重Ｂ火山灰層まで達していることを報告している。この開口割れ目に

落ち込んだ黒ボク土壌から９－11 世紀の14Ｃ年代値が得られていることから、最新活動時期は９

世紀以後であったと推定される。 

なお、大分県（2004）は、本地点において上記の活動のほかにも、黒色砂層の層厚の変化等か

ら約１万－１万１千年前の断層活動を認定している。しかし、この層厚の変化は小さく、有意な

差があるとは認められないため、断層の活動によるものとは言い切れないことから参考扱いとす

る。 

 

ｄ）高柳断層高柳地点 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町田野（たの）の高柳断層においてトレンチ調査を行い（図６）、

トレンチ壁面に現れた南側隆起の見かけ逆断層が九重Ｂ火山灰層以下の地層を変位させているこ
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とから最新活動を認定している。断層で変位した黒ボク層（九重Ｂ火山灰層）から13 世紀及び11

－13 世紀の14Ｃ年代値が得られていることから、最新活動時期は13 世紀以後であったと推定さ

れる。 

また、大分県（2004）は、分岐断層が九重Ａ火山灰層を変位させ、橙色スコリア層に覆われる

ことから、ここに１つ前の活動を認定している。ここで、九重Ａ火山灰層の層準からは約５千６

百－５千３百年前の14Ｃ年代値が得られており、橙色スコリア層は暦年で約５千年前とされている

段原（だんばら）降下スコリアに対比されるとし、活動時期を約５千６百－５千年前としている。

しかしながら、この分岐断層は上方に向かってせん滅している可能性があるため、本評価では主

断層により変位の累積が明瞭な鬼界アカホヤ火山灰（約７千３百年前）層の堆積より後に活動が

あったと判断する。また、橙色スコリア層上位からは、約５千５百－５千１百年前の14Ｃ年代値が

得られている。したがって、１つ前の活動時期は約７千３百年前以後、約５千１百年前以前であ

ったと推定される。 

 

なお、万年山－崩平山断層帯においては以下の報告もあるが、参考扱いとする。 

大分県（2003）は、玖珠郡九重町滝上（たきがみ）南西方の野稲岳断層群鹿伏（かぶし）断層

（鹿伏地点）においてピット調査を行い、鬼界アカホヤ火山灰層に亀裂及び小断層を認めている。

しかし、これが断層変位によるものかどうかは不明であるので、本地点の調査結果から活動時期

を限定することはできない。 

大分県（2003）は、玖珠郡九重町寺床北西方の滝上（たきがみ）南断層（滝上南地点）において

トレンチ調査を行い、ローム層上面が盛り上がるように変形していることを確認している。しか

し、この変形は不明瞭であることや鬼界アカホヤ火山灰層に変位が認められないことから、断層

変位によるものとは言い切れず、本地点の調査結果から活動時期を限定することはできない。 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町作草（さくそう）北方の猪牟田断層（猪牟田地点）において行

われた国土交通省筑後川工事事務所（2001）によるトレンチ調査結果を引用し、断層が九重第１

テフラ層（約５万年前：注９）を切り、鬼界アカホヤ火山灰層には変位が認められなかったとし

ている。しかし、断層を覆うK 層は鬼界アカホヤ火山灰層の再堆積であることから、この調査結

果から活動時期を限定することはできない。 

大分県（2003）は、日田郡天瀬町（あまがせまち）五馬市（いつまいち）の万年山断層群（五馬

市断層）五馬市地点において、万年山溶岩を変位させる断層露頭を報告している。しかし、万年

山溶岩とその上位の堆積物との関係が不明であるので、この調査結果から活動時期を限定するこ

とはできない。 

大分県（2004）は、玖珠郡九重町無田中（むたなか）の崩平７断層においてトレンチ調査を行

い、トレンチ壁面の黒ボク土壌に亀裂を、礫混じりローム層中に断層を認めている。しかしなが

ら、断層変位が不明瞭であること、亀裂と断層との関係が不明なことから、活動時期を特定する

ことはできない。 

大分県（2003）は、玖珠郡九重町狭間（はざま）の涌蓋山（わいたざん）北東方断層において露

頭調査を行い、鬼界アカホヤ火山灰層を変位させる断層を認めている。ここでは、断層を覆う黒

ボク土壌から約３千７百－３千５百年前の14Ｃ年代値が得られているが、これは斜面上に堆積した

地層の中の１試料であり、信頼度は低いと考えられる。したがって、本地点の調査結果からは、

最新活動時期は約７千３百年前以後としか言えない。 

大分県（2003）は、玖珠郡玖珠町麻生釣（あそずる）北方の吉武山断層の断層露頭壁面におい

て、約２万８千年前の14Ｃ年代値を示す腐植層が変形しているが、その上位の姶良Ｔn 火山灰層は

変形していないように見えることから、最新活動時期を約２万８千年前以後としている。ただし、
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姶良Ｔn 火山灰層の変形の程度が不明瞭であるため、大分県（2003）が指摘している最新活動の

時期は確実とは言い切れない。さらに、大分県（2004）は、この断層露頭に隣接した地点におい

てトレンチ調査を行なっているが、断層は確認されていない。 

 

２）先史時代・歴史時代の活動 

万年山－崩平山断層帯周辺で発生した被害地震としては、1975 年大分県西部の地震（マグニチ

ュード6.4）があるが、地震の規模がやや小さいため、万年山－崩平山断層帯で発生する固有規模

の地震ではないと判断される。その他に万年山－崩平山断層帯周辺で発生した被害地震は知られ

ていない。 

 

以上をまとめると、万年山－崩平山断層帯の最新活動時期は13世紀以後、１つ前の活動時期は

約３千９百年前以後、６世紀以前、さらに１つ前の活動時期は約７千３百年前以後、約５千１百

年前以前であったと推定される（図７）。なお、万年山－崩平山断層帯の最新活動時期の最近側の

年代については、1975 年の大分県西部の地震より前であることは明らかであるが、断層帯の分布

が山岳地域であることから、これ以上絞り込むことができないと判断した。 

 

（３） １回の変位量（ずれの量）（注８） 

万年山－崩平山断層帯においては、1 回の活動に伴う上下変位量を示す直接的な資料は得られ

ていない。一方、万年山－崩平山断層帯の長さは約 31km であることから、松田ほか（1980）によ

る経験式（１）を用いると、1 回の活動に伴う変位量は３m 程度と計算される。以上のことから、

万年山－崩平山断層帯の 1回の活動に伴う上下変位量は３m程度であった可能性がある。 

 

D ＝ ０．１Ｌ  (１) 

 

ここで、Ｌは１回の地震で活動する断層区間の長さ（km）、Ｄは断層のずれの量（m）である。 

 

（４） 活動間隔 

 万年山－崩平山断層帯の平均活動間隔は２．２（２）で述べた最新活動時期と２つ前の活動時

期とから約２千１百－３千７百年であった可能性がある。 

 

（５）活動区間 

万年山－崩平山断層帯は断層がほぼ連続的に分布することから、松田（1990）の基準に基づけ

ば全体が１つの区間として活動したと推定される。 

 

（６）測地観測結果 

 万年山－崩平山断層帯における、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震以降、平成 28年

（2016 年）熊本地震の前までの最近５年間の GNSS 連続観測結果から得られた水平ひずみ速度分

布では、断層帯周辺で西北西－東南東方向のわずかな縮みと北北東－南南西方向のわずかな伸び

が見られる（図８－１）。また、1994 年までの約 100 年間の測地観測結果から得られた水平ひず

み速度分布では、断層帯の周辺で南北方向のわずかな伸びが見られる（図８－２）。 

 

（７）地震観測結果 

最近約20年間の地震観測結果によれば、万年山－崩平山断層帯付近では、断層帯とその南側に
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位置する九重山との間でまとまった地震活動がみられる（図９－１）。また、断層帯の中央付近で

小さな活動の塊がみられる他は、低調である。万年山－崩平山断層帯周辺における地震発生層の

下限の深さは10-15 km 程度である。 

1923年以降では、1975年4月21日に大分県西部の地震（M6.4）が発生した。この地震は、北西－

南東走向の左横ずれ断層（Hatanaka and Shimazaki , 1988；Hatanaka and Takeo, 1989）で、南

北張力の反映と見られる（宇津，1999）。 

 

２．３ 断層帯の将来の活動 

（１）活動区間と地震の規模 

 万年山－崩平山断層帯は全体が１つの活動区間として活動すると推定される。この場合、断層

帯の長さが約 31km であることから、経験式（１）、（２）を用いると、発生する地震の規模はマグ

ニチュード 7.3 程度と推定され、その際に主として断層の南側が北側に対して３m 程度低下する

段差を生じる可能性がある。 

 

 Log L = 0.6 M-2.9 （２） 

 

ここで、経験式（２）は松田（1975）による式でＬは１回の地震で活動する断層区間の長さ（km）、

Ｍは地震のマグニチュードである。 

 

（２）地震発生の可能性 

万年山－崩平山断層帯は平均活動間隔が２千１百年から３千７百年程度の可能性があり、最新

活動時期が 13世紀以後であったと推定されていることから、平均活動間隔に対する現在における

地震後経過率は、0.4以下となる。また、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）に示され

た手法（ＢＰＴ分布モデル、α＝0.24）によると、今後 30 年以内、50 年以内、100 年以内、300

年以内の地震発生確率は、それぞれ 0.003％以下、0.007％以下、0.02％以下、0.5％以下となる。

また、現在までの集積確率は、0.003％以下となる（表３）。 

表３にこれらの確率値の参考指標（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会, 1999）

を示す。 

 

 

３ 今後に向けて 

 万年山－崩平山断層帯は、火山地域に分布する正断層で、多数の短い断層から構成されてい

る。これらの断層が個別に活動する可能性については評価できなかった。周辺には日出生断層帯

や中央構造線断層帯⑩豊予海峡－由布院区間が互いに近接するため、連続して活動する可能性も

否定できない。さらに火山活動との関係も不明である。これらの問題を解決するために、過去の

活動について、さらに精度の良い資料を集積する必要がある。 

 本評価では既往の評価同様、経験則を当てはめて地震の規模やずれの量の予測を行わざるを得

なかったが、上記のような万年山－崩平山断層帯の分布・形状・地質条件も考慮し、さらに地震

活動との関連性もふくめて、評価手法の高度化を今後も検討していく必要がある。 
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注８：「変位」を、１－３頁の本文及び９－15頁の表１では、一般的にわかりやすいように「ずれ」と

いう言葉で表現している。ここでは、専門用語である「変位」が表１の「ずれ」に対応するもの

であることを示すため、両者を併記した。以下、文章の中では「変位」を用いる。なお、活断層

の専門用語では、「変位」は切断を伴う「ずれの成分」と、切断を伴わない「撓みの成分」より

なる。 

注９：姶良Tn 火山灰（AT）の降下年代値については、日本第四紀学会第四紀露頭集編集委員会編

（1996）、小池・町田編（2001）等から、25,000 年BP とし、暦年補正して約２万８千年前と

した。また、鬼界アカホヤ火山灰（K-Ah）の降下年代値については、町田・新井（2003）に従

い、約７千３百年前（暦年補正値）とした。さらに、由布岳１火山灰（YF-1）、九重第１火山

灰（Kj－p1）及び阿蘇４火山灰（Aso-4）の降下年代値については、町田・新井（2003）に従

いそれぞれ約２千２百年前、約５万年前及び約９万－８万５千年前とした。 
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表３ 地震発生確率及び参考指標 

項  目 数  値 （注 10） 備  考  

 

地震後経過率 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

 

集積確率 

 

指標(1)経過年数 

        比 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

 

0.4以下 

 

0.003％以下 

0.007％以下 

0.02％以下 

0.5％以下 

 

0.003％以下 

 

ﾏｲﾅｽ 600 年以下 

0.6以下 

0.002 以下 

0.003％以下 

0.0003以下 

0.0003－ 0.0005 

 

 

 

発生確率及び集積確率は地

震調査研究推進本部地震調

査委員会（2001）参照。 

 

 

 

 

地震調査研究推進本部地震

調査委員会長期評価部会

（1999）参照。 

 

 

注 10：評価時点はすべて 2017年 1月 1日現在。「ほぼ 0％」は 10-3％未満の確率値を、｢ほぼ 0｣は 10-5

未満の数値を示す。 

指標(1)経過年数 ：当該活断層があることによって大地震発生の危険率（１年間当たりに発生する回

数）は最新活動（地震発生）時期からの時間の経過とともに大きくなる（ここでは

BPT分布モデルを適用した場合を考える。）。一方、最新活動の時期が把握されてい

ない場合には、大地震発生の危険率は、時間によらず一定と考えざるを得ない（ポ

アソン過程を適用した場合にあたる。）。この指標は、BPT分布モデルによる危険率

が、ポアソン過程を適用した場合の危険率の値を超えた後の経過年数である。マ

イナスの値は、前者が後者に達していないことを示す。紀淡海峡－鳴門海峡の場

合、後者の危険率は 4000 分の１（0.0003）回－6000 分の１（0.0002）回であり、

時間によらず一定である。前者は評価時点で 20000 分の 1（0.000005 回）－2500

分の 1（0.0004回）であり、時間とともに増加する。20000分の 1であれば前者が

後者の回数に達するには今後１千６百年を要するが、2500 分の１であれば、前者

が後者の回数に達してから３百年が経過していることになる 

指標(1)比    ：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を Aとし、BPT分布モデル

による危険率がポアソン過程とした場合のそれを超えるまでの時間を B とする。

前者を後者で割った値（A/B）。 

指標(2)     ：BPT分布モデルによる場合と、ポアソン過程とした場合の評価時点での危険率の比。 

指標(3)     ：評価時点での集積確率（前回の地震発生から評価時点までに地震が発生している

はずの確率）。 

指標(4)     ：評価時点以後 30年以内の地震発生確率を BPT分布モデルでとりうる最大の確率の

値で割った値。 

指標(5)     ：ポアソン過程を適用した場合の危険率（１年間あたりの地震発生回数）。 
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図３ 水分断層でのトレンチスケッチ 大分県（2004）に一部加筆 

大分県(2004)のトレンチスケッチ図に、イベント解析図の年代試料採取位置を加筆。図中に示された年代測定試料について、 

10000 年 BP より新しい放射性炭素同位体年代値は Niklaus(1991) に基づいて暦年補正し、紀元後は世紀単位、紀元前を百年 

単位で四捨五入して表示すると以下のようになる。うち☆印が本評価で採用した年代試料。 

☆1530－1340 (1550±40 yBP) → ５－６世紀 ☆3900－3650 (3510±50 yBP) → 約３千９年－３千８年前 
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図４ 熊の墓断層でのトレンチスケッチ 大分県（2004）に一部加筆 

大分県（2004）のトレンチスケッチ図に、イベント解析図の年代試料採取位置を加筆。図中に示された年代測定試料につ 

いて、10000 年 BP より新しい放射性炭素同位体年代値は Niklaus(1991) に基づいて暦年補正し、紀元後を世紀単位、紀 

元前を百年単位で四捨五入して表示すると以下のようになる。うち☆印が本評価で採用した年代試料。 

☆1380－1160 (1360±60 yBP) → ７－８世紀 5060－4840 (4370±60 yBP) → 約５千１百－４千９百年前 

5740－5580 (4910±60 yBP) → 約５千８百－５千６百年前 



 

21 

 

 

図５ 須久保撓曲におけるボーリング調査結果 大分県（2004）を一部修正 

年代測定試料について、10000 年 BP より新しい放射性炭素同位体年代値は Niklaus(1991) に基づいて暦年補正し、紀元後は 

世紀単位、紀元前を百年単位で四捨五入して表示すると以下のようになる。うち☆印が本評価で採用した年代試料。 

なお、年代試料は露頭より採取されている。 

☆1070±60 yBP → ９－11 世紀 8970±40 yBP → 約１万年前 9890±60 yBP → 約１万１千年前 
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図６ 高柳断層でのトレンチスケッチ 大分県（2004）を一部修正 

年代測定試料（本図中には記載なし）について、10000 年 BP より新しい放射性炭素同位体年代値は Niklaus(1991) に基づい 

て暦年補正し、紀元後は世紀単位、紀元前を百年単位で四捨五入して表示すると以下のようになる。うち☆印が本評価で採用 

した年代試料。 

☆770±40 yBP → 13 世紀 850±90 yBP → 11－13 世紀 ☆4590±50 yBP → 約５千５百－５千１百年前 

4720±130 yBP → 約５千６百－５千３百年前 5170±110 yBP → 約６千２百－５千８百年前 
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図７ 万年山―崩平山断層帯の活動の時空間分布図 
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図８－１ ＧＮＳＳ連続観測に基づく万年山－崩平山断層帯周辺の水平ひずみ速度

分布（国土地理院作成） 

 平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震以降、平成 28年（2016年）熊本地震の前までの最近

５年間のＧＮＳＳ連続観測による万年山－崩平山断層帯周辺の水平ひずみ速度分布を表している。ス

ケールは 0.2×10-6/年 。 
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図８－２ 約 100 年間（1883 年～ 1994 年）の測地観測に基づく万年山－崩平山断

層帯周辺の水平ひずみ速度分布（国土地理院作成）  

スケールは 0.2×10-6/年 
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図９－１ 万年山－崩平山断層帯周辺の地震活動（気象庁作成） 

ⅰ）震央分布図（1997年 10月１日～2017年９月 30日、深さ 30km以浅、M1.0以上） 

緑色の三角は活火山を示す 

 ⅱ）ⅰ）の領域 a内の南北投影の断面図 

 ⅲ）ⅰ）の領域 a内の東西投影の断面図 

 ⅳ）ⅰ）の領域 a内のＭ－Ｔ図（地震活動経過図） 
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図９－２ 万年山－崩平山断層帯周辺の低周波地震活動（気象庁作成） 

ⅰ）震央分布図（1997年 10月１日～2017年９月 30日、深さ 40km以浅、Mすべて） 

緑色の三角は活火山を示す 

 ⅱ）ⅰ）の東西投影の断面図 

 ⅲ）ⅰ）の南北投影の断面図 
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図９－３ 万年山－崩平山断層帯周辺の地震の発震機構（Ｐ波初動解による下半球投

影）と圧力軸（左）と張力軸（右）の分布（気象庁作成） 

1997年 10月１日～2017年９月 30日（深さ 30km以浅、M2.0以上）、緑色の三角は活火山を示す。 

 

 

  


